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事実の概要

　本件訴訟は、Ｘ（原告・被控訴人・上告人）が、
ＡのＹ（被告・控訴人・被上告人）に対する貸金返
還請求権を譲り受けたとして、Ｙに対し、貸金お
よび遅延損害金の支払いを求めるなどしている事
案である。本件訴訟までの事実経過は下記の通り
である。
　Ｙは、Ａから、平成25年1月23日に800万円を、
同年 3月 29 日に 50 万円をそれぞれ受領した（以
下、これらを併せて「本件金員」という）。また、Ｙ
が所有する建物（以下「本件建物」という）について、
ＹからＡに対し、同年 1月 23 日に同日売買予約
を原因とする所有権移転請求権仮登記がされ、同
年 3月 29 日に同日売買を原因とする所有権移転
登記がされた。
　Ａは、平成 25 年 6 月 5 日、Ｙに対し、本件建
物の明渡し等を求める訴え（以下「前訴 1」という）
を提起し、同年 1月 23 日にＹを売主、Ａを買主
とする本件建物の売買契約を締結し、その代金と
して本件金員を交付したと主張した。Ｙは、Ａの
主張事実を否認し、同日にＡと締結したのは金銭
消費貸借契約であり、本件金員は貸金として受領
したものであると主張した。前訴 1の第一審裁
判所は、平成 27 年 5 月 12 日、Ａの主張する売
買契約の成立は認められないとしてＡの請求を棄
却する判決をし、同判決は確定した。
　Ｘは、前訴 1の判決後、Ｙに対し、本件建物
の明渡し等を求める訴え（以下「前訴 2」といい、
前訴 1と併せて「各前訴」という）を提起し、Ａが

平成 25 年 1 月 23 日にＹと本件建物につき譲渡
担保設定予約をし、予約完結権を行使した上、譲
渡担保権を実行して本件建物をＸに売却したか
ら、Ｘが本件建物の所有者であると主張した。こ
れに対して、Ｙは、同日にＡと締結したのは金銭
消費貸借契約であると主張しつつ、譲渡担保設定
予約の成立を否認した。前訴2の第一審裁判所は、
平成 28 年 4 月、Ｘの主張する譲渡担保設定予約
の成立は認められないとしてＸの請求を棄却する
判決をし、同判決は確定した。
　本件訴訟において、Ｘは、Ａが、平成 25 年 1
月 23 日にＹと金銭消費貸借契約を締結し、貸金
として本件金員を交付したと主張したところ（貸
金債権は平成28年1月25日ＡからＸに譲渡された）、
Ｙは、本件金員の受領は認めたが、同契約の成立
を否認した。これに対し、Ｘは、Ｙが同日にＡと
金銭消費貸借契約を締結したと主張してきたこと
などの各前訴における訴訟経過に鑑みれば、本件
訴訟においてＹが同契約の成立を否認することは
信義則に反して許されないと主張した。
　第一審（東京地判平 29・9・20〔平成 28 年（ワ）
20080 号〕）は、証拠および弁論の全趣旨からＡが
Ｙに対して本件金員を貸し付けたことを認定し、
Ｘの請求を認めた（Ｙは、本件各前訴等を通じて一
貫して本件金員の交付を金銭消費貸借によるものと
主張し、さらに、前訴 1においてＸの主張と同旨の
内容の陳述書を提出するとともに当事者尋問におい
て同様に供述しているから、Ｙの主張が信義則に反
するか否かを判断するまでもなく、上記の通り認定
できるとする）が、原審（東京高判平 30・4・25〔平
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成 29 年（ネ）5133 号〕）は、上記事実関係等の下
においてＹが上記の否認をすることは信義則に反
するとのＸの主張を採用せず、証拠等に基づき、
Ａが本件金員を本件建物の売買代金としてＹに支
払ったと認定し、Ｘの主張する金銭消費貸借契約
は成立していないと判断して、Ｘの請求を全部棄
却した。Ｘが上告受理申立て。

判決の要旨

　一部破棄・差戻し。
　「……Ｙは、前訴 1において、Ａの主張する本
件建物の売買契約の成立を否認し、その理由とし
て金銭消費貸借契約の成立を主張し、前訴 2に
おいても、金銭消費貸借契約の成立を主張してお
り、各前訴では、このような訴訟経過の下におい
てＹに対する本件建物の明渡請求を棄却する各判
決がされたものである。
　そこで、Ｘが各前訴におけるＹの主張に合わせ
る形で金銭消費貸借契約の成立を前提として貸金
等の支払を求める本件訴訟を提起したところ、Ｙ
は、一転して金銭消費貸借契約の成立を否認した
というのである。各前訴の判決は確定しており、
仮に、本件訴訟において上記の否認をすることが
許されてＸの貸金返還請求が棄却されることにな
れば、Ｙが本件金員を受領しているにもかかわら
ず、Ｘは、Ｙに対する本件建物の明渡請求のみな
らず上記貸金返還請求も認められないという不利
益を被ることとなる。これらの諸事情によれば、
本件訴訟において、Ｙが金銭消費貸借契約の成立
を否認することは、信義則に反することが強くう
かがわれる。なお、Ｘは、原審において、Ｙが各
前訴では自らＡの面前で金銭消費貸借契約書に署
名押印したことや本件金員を返す予定であること
を積極的かつ具体的に主張していたなどと主張し
ているところ、この主張に係る事情は、Ｙが従前
の主張と矛盾する訴訟行為をしないであろうとい
うＸの信頼を高め、上記の信義則違反を基礎付け
得るものといえる。
　しかるに、原審は、上記諸事情やＸの上記主張
があるにもかかわらず、これらの諸事情を十分考
慮せず、同主張について審理判断することもなく、
Ｙが上記の否認をすることは信義則に反するとの
主張を採用しなかったものであり、この判断には
判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反が

ある。」

判例の解説

　一　本判決の意義
　民事訴訟法（以下、同法については法令名を省略
する）2条は、当事者の信義に従い誠実に訴訟追
行する責務を定めており、民事訴訟においても信
義則が適用される旨を明らかにする。この責務は、
訴訟追行上の行為規範となるだけではなく裁判規
範としても機能し、訴訟行為がこれに違反する場
合には、その本来の効力の否定や却下を導きうる。
本件では、本件訴訟におけるＹの主張が、本件各
前訴においてＹが行った積極否認の内容と矛盾す
るものであり、これについてＸが信義則違反を主
張していた。原審は、本件の訴訟経過およびＸが
被りうる不利益等の諸事情並びにＸの主張につい
て審理判断することなく証拠等に基づいてＹの主
張を採用したが、本判決は、このような原審の判
断には判決に影響を及ぼすことが明らかな法令違
反があるとして破棄した。前訴確定判決の既判力
の及ばない後訴において、信義則（訴訟上の禁反言）
を用いて、前訴の勝訴当事者の主張を遮断する点
でも注目されるが、本判決は信義則に関する審理
判断のあり方を示唆するものであり、本件事案に
おける解決指針を提示する事例判決であるといえ
よう。

　二　訴訟行為に対する信義則の適用
　民事訴訟における信義則の発現類型は、一般に、
①訴訟状態の不当形成の排除、②訴訟上の禁反言
（矛盾挙動の禁止）、③訴訟上の権能の失効、④訴
訟上の権能の濫用の禁止の 4つに大別される１）。
本件の態様は、②に属する。これは、当事者が訴
訟上または訴訟外で一定の態度を示し、後にこれ
と矛盾する訴訟上の行為をした場合（矛盾行為）
に、相手方が先行の態度を信頼し、これに基づい
てすでに自己の法的地位を決めたことにより（相
手方の信頼）、矛盾する後行行為の効力をそのま
ま認めると相手方の利益を不当に害する結果とな
るとき（相手方の不利益）に、後行の矛盾行為の
効力を信義則によって否定するものである２）。具
体的な禁反言の適用要件としては、これらに加え、
矛盾行為を有効と認めることによって相手方に生
ずる不利益と、矛盾行為を排斥することによって
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矛盾行為者に生じる不利益との総合的な利益考量
があげられる３）。同一の紛争に関するものとみな
されれば、他の請求についての行為も評価の対象
となる４）。
　判例も、矛盾主張を信義則違反として排斥す
ることを認めている。最判昭 48・7・20（民集 27
巻 7 号 890 頁）は、「先にある事実に基づき訴を
提起し、その事実の存在を極力主張立証した者が、
その後相手方から右事実の存在を前提とする別訴
を提起されるや、一転して右事実の存在を否認す
るがごときことは、訴訟上の信義則に著しく反す
ることはいうまでもない」として、一般論とし
て禁反言に基づく訴訟上の信義則を認める（もっ
とも、当該事案については、後行行為が真実に合致
することを理由に信義則違反を否定する）５）。また、
最判昭 51・3・23（判時 816 号 48 頁）は、原告が
売買契約の無効・解除・取消を主張して手付金・
内金の返還を求めたのに対し、被告が売買残代金
等の支払いを求める反訴を提起したところ、原告
が被告の主張に沿って当該売買契約の無効・取消・
解除の主張を撤回して本訴請求を放棄し、当該売
買債務を履行して目的物の引渡しおよび所有権移
転登記の再反訴請求に及んだ事案で、被告が先に
自ら否認した取消・解除の主張を防御方法として
提出することは訴訟上の信義則に反し許されない
とする６）。これらの判例の立場については、理念
的な統一性が必ずしも明らかではなく、具体的な
事実をできるだけ多く認定して禁反言の適用を決
するほかないことが指摘される７）。

　三　前訴確定判決の効力との関係
　本判決は、前訴確定判決の既判力が及ばない後
訴において、当事者の主張を信義則により遮断す
ることを認める８）。前訴確定判決の既判力は、既
判事項の不可争性を保障するために確定判決に付
与される効力であり、一般に、前訴と後訴の訴訟
物が、同一関係、先決・後決関係、矛盾関係にあ
る場合に後訴に作用し、前訴訴訟物についての判
断と抵触する主張を排斥する（114 条 1 項参照）。
もっとも、判例は、前訴確定判決の既判力が作用
しない場合であっても、後訴が実質的な蒸返しで
あると評価される場合には、後訴請求自体を信義
則により却下する方向を示してきた。これについ
てのリーディングケースである最判昭 51・9・30
（民集 30 巻 8 号 799 頁）は、①実質的に後訴が前

訴の蒸返しであること、②前訴において後訴の請
求をすることに支障がなかったこと、③後訴提起
までに長期間が経過しており、相手方を不当に長
く不安定な状態に置くことになることを信義則違
反の要件とする。そして、この判例以降、信義則
に反するとして後訴請求を遮断する例は散見され
る９）。
　他方、主張レベルで見ると、判決理由中の判断
には、相殺の抗弁の場合（114 条 2 項）を除いて
既判力は生じない。そのため、後訴で前訴判決理
由中の判断に含まれる部分についての主張と矛盾
する主張をすることは既判力によっては遮断され
ない。そこで、学説では、このような主張を不当
であるとして排斥するための理論の構築が試みら
れてきた。その代表的なものは、信義則を根拠
とする争点効 10）（「前訴で当事者が主要な争点とし
て争い、かつ、裁判所がこれを審理して下したその
争点についての判断に生じる通用力で、同一の争点
を主要な先決問題とした異別の後訴請求の審理にお
いて、その判断に反する主張立証を許さず、これを
矛盾する判断を禁止する効力」）11）を認める見解で
ある。判例は、争点効を否定するが 12）、先述の
昭和 48 年最判等、信義則による主張の遮断を認
めている 13）。学説においても、信義則を定式化
して理由中の判断に拘束力を持たせる主張がされ
た。すなわち、前訴において請求を理由づけまた
は理由なからしめるために、一定の事実の存在・
不存在を主張し、それが裁判所に理由ありと認め
られて勝訴判決を得、その判断が判決の結論に不
可欠の前提である場合に、後訴で自己の主張を理
由ありとする判断に反する主張をして、前訴で得
た利益と実体法上両立しない利益を二重に取得し
ようとするか、前訴で得た利益に当然伴う負担を
免れようとすることは、信義則（禁反言）によっ
て許されないとされる 14）。もっとも、判例にお
ける信義則の適用は、「判決理由中の判断の拘束
力」という議論枠組みの中にのみとどまるもので
はない 15）。本来信義則は、手続過程における当
事者の行為を評価対象として具体的事案における
妥当な解決をはかるためのものであり、既判力と
は異なり、裁判所の判断効そのものではない。本
判決がなお書きで述べているような事情を含め、
ここでは当事者の行為を基礎として相手方に生じ
た合理的信頼を保護すべきか否かが問われる。判
決理由中の判断の拘束力の問題を出発点として信
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義則による遮断の議論がされてきたという経緯は
あるが、信義則の適用は、本来、判決理由中の判
断を媒介にするものではない。この点は注意が必
要であろう。

　四　本件の検討
　本件では、前訴 1の訴訟物はＡのＹに対する
売買契約に基づく建物明渡請求権、前訴 2の訴
訟物はＸのＹに対する所有権に基づく建物明渡請
求権、本件訴訟の訴訟物はＡＹ間の金銭消費貸借
契約に基づく貸金返還請求権であって、すべて異
なる。したがって、前訴判決の既判力が作用する
関係にはない。しかし、各前訴においては、Ｙが、
金銭消費貸借契約の存在を主張して、原告（Ａな
いしＸ）が主張する訴訟物の基本となる契約（売
買契約、譲渡担保契約（予約））を積極否認している。
禁反言の適用は、訴訟過程における当事者の行為
の評価を基礎とするところ、金銭消費貸借契約の
存在は、本件各前訴の裁判所がＡないしＸの請求
を否定するうえでの重要な要素となっており、こ
れを積極的に主張してきた一連のＹの行為を前提
として、Ｘには紛争解決の方向性に対する合理的
信頼が築かれていたと評価できる。本件のＹの主
張は、前訴確定判決の既判力に抵触するものでは
ないが、Ｙが、本件において一転して金銭消費貸
借契約の存在を否定して自己に有利な結果を得よ
うとすることは、Ｘの信頼に反するものであり、
またこれを認めることは、Ｘに著しい不利益を与
える。信義則の適用を示唆した本件判断は事例判
決として適切であるといえよう。

●――注
１）中野貞一郎「民事訴訟における禁反言」同『過失の推
認〔増補版〕』（弘文堂、1987 年）180 頁以下、秋山幹
男ほか『コンメンタール民事訴訟法Ⅰ〔第 2版〕』（日本
評論社、2006 年）41 頁以下、兼子一原著『条解民事訴
訟法〔第 2版〕』（弘文堂、2011 年）30 頁以下［新堂幸
司＝高橋宏志＝高田裕成］等。栂善夫「民事訴訟におけ
る信義誠実の原則」民事訴訟法の争点〔第 3版〕（1998
年）16 頁、同「矛盾・蒸し返しの主張と信義則」中野
貞一郎古稀祝賀『判例民事訴訟法の理論（下）』（有斐閣、
1995 年）246 頁は、この 4類型に蒸返し禁止を加える。

２）中野・前掲注１）180 頁以下、秋山ほか・前掲注１）42 頁、
栂・前掲注１）争点 17 頁等。

３）中野・前掲注１）187 頁以下、松浦馨「当事者行為の
規制原理としての信義則」竹下守夫＝石川明編『講座民
事訴訟 (4)』（弘文堂、1985 年）273 頁、栂・前掲注１）

争点 17 頁、同・前掲注１）中野古稀 233 頁、春日偉知郎・
民事訴訟法判例百選〔第 2版〕（1982 年）109 頁等。

４）伊藤眞『民事訴訟法〔第 6版〕』（有斐閣、2018 年）344 頁。
なお、同一訴訟手続内では、口頭弁論の一体性が認めら
れ、仮定的主張という形で矛盾する主張をすることもで
き、後行行為が先行行為に矛盾するというだけで直ちに
信義則違反とされるものではない（自白の撤回の場合に
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